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重要課題 評価シート 
 

 

重点課題 一般廃棄物中間処理施設の広域整備 

所管部課名 市民環境部 環境施設整備室 

関連施策  
 

１ 目的 

本市、小松島市、勝浦町、石井町、松茂町及び北島町が、保有しているごみ焼却施設の

老朽化に対応するため、新たな一般廃棄物中間処理施設を広域で整備する。 

２ 事業概要 

施設整備のため、施設の設計、環境影響評価、用地買収、用地造成、施設建設工事等の

各事業を行う。事業については、地元住民との合意形成を図るため、周辺環境整備事業も

併せて実施する。 

３ これまでの経過（合意形成プロセス、検討経過） 

年度 取組内容 

Ｈ26年度

以前 

・8市町村で施設整備検討部会を設置し検討（H22/5～H24/6）し、その後 7市

町村で徳島市東部地域環境施設整備推進協議会を設置（H24/7） 

・佐那河内村に建設候補地を選定（H26/10） 

 

Ｈ27年度 

・佐那河内村長から、建設候補地の白紙撤回の申出。徳島市単独整備の意向を

表明。徳島市東部地域環境施設整備推進協議会解散。（11/30） 

・徳島市域内での候補地の選定作業を開始（12 月～）、その後徳島市域内での

候補地６か所を選定（３月） 

 

Ｈ28年度 

・５市町（小松島市、勝浦町、石井町、松茂町、北島町）から本市へ、広域で

のごみ処理施設整備のための再協議の要望が提出された（5/30） 

・建設候補地選定委員会の提言を踏まえ、本市の候補地を選定後、小松島市の

候補地と比較し、５市町とも協議し、飯谷町枇杷ノ久保を最有力候補地とし

て選定（11/18） 

・候補地の選定方法や現有施設の状況について説明会を 12 回開催し、のべ 424

人が参加（12/2～H29/5/16） 

・先進施設見学会を 10 回開催、のべ 261 人が参加（H29/1/20～R1/10/29） 

 

Ｈ29年度 

・施設整備基本計画策定作業を開始。（６月） 

・技術検討会議を開催し、有識者から意見聴取（10/12～H30/2/5） 

・施設整備基本計画の柱となる「施設整備に係る基本的事項」を策定（３月） 

・最有力候補地の近隣が土砂災害警戒区域等に指定（３月） 

 

Ｈ30年度 

・「施設整備に係る基本的事項」の説明会を 7 回開催し、のべ 268 人が参加

（5/20～6/30） 

・市民会議を６回開催し、市民及び有識者から意見聴取（7/27～H31/2/8） 

・パブリックコメントを募集し（12/18～H31/1/17）、のべ 467 人が意見を提出 

・近隣住民の意見聴取を８回開催、のべ 310 人が参加（7/27～R1/5/18） 

・環境影響評価配慮書策定（12 月）、施設整備基本計画策定（３月） 
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Ｒ元年度 

・地元協議会へ周辺対策の本格的な協議開始を提案。地元協議会側からはその

前にアンケートを実施したいと申し出があり、アンケート配布の際に地元協

議会主催の小規模説明会を 27 回開催、のべ 615 人が参加（7/6～11/2）。ま

た、アンケート結果を公開（R2/3/2～6/1） 

・環境影響評価方法書以降の手続き、実施計画策定等の作業開始（２月～） 

 

Ｒ２年度 

・連絡会議を開催し、５市町に報告し、環境影響評価方法書以降の手続き、実

施計画策定等の作業を一時中断（７月） 

・意見交換会を 5回開催、のべ 272 人が参加（7/23～25） 

 

４ 事業費                            (単位：千円) 

Ｈ28 年度実績 Ｈ29 年度実績 Ｈ30 年度実績 Ｒ元年度実績 Ｒ２年度予算 合 計 

764 16,026 23,180 33,578 165,028 238,576 

５ 課題・問題点 

⑴ 防災上の課題 

最有力候補地決定後の平成 30 年３月に、最有力候補地周辺が土砂災害警戒区域等に

指定された。令和元年９月に県に確認したところ、最有力候補地は、現在指定されてい

ないが、施設整備後に斜面等の条件により施設が土砂災害警戒区域に含まれるおそれが

あること等が判明した。 

 

⑵ 住民合意についての課題 

地元の理解を得るまで用地買収や工事を開始しないとしているが、候補地選定から３

年以上経過しても、まだ、地元の理解が得られていない。住民合意については、地元の

協議会等を窓口として周辺環境整備について協議を行い、住民にも説明した上で、その

内容が決定した段階で合意が得られたこととするとしている。 

 

⑶ 県市協調についての課題 

飯谷町の候補地については、搬入出ルートとなる県道の拡幅や、候補地に関わる森林

法に基づく林地開発の終了の方法など、県の協力や県との協議が必要な課題があるが、

これらの事項について、十分に協議が行えていない。 

 

６ 今後の方向性 

⑴ 防災上の課題 

土砂災害警戒区域等の指定は、施設整備場所周辺の傾斜地の角度や高さなどにより指

定される。現最有力候補地で進める場合は、土砂災害基礎調査を実施し、その影響範囲

と対策工法を検討する。 

 

⑵ 住民合意についての課題 

令和元年度に地元協議会が実施したアンケート結果などを元に、具体的な周辺環境整

備のメニューを検討することとしていた。現最有力候補地で進める場合は、先日開催し

た意見交換会で出た意見なども参考に周辺環境整備案を取りまとめていく。 

 

⑶ 県市協調についての課題 

県と協議が必要な事項については、連携を密にし、協力をもとめていく。 
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一般廃棄物中間処理施設整備基本計画（H31.3 策定）の概要 

１ 計画の目的 

広域での施設整備に向け、基礎となるデータを整理し、基本事項を整理する。 

２ 基本事項 

⑴基準年度 平成 28(2016)年度、目標年度(施設供用開始想定年度) 令和９(2027)年度 

⑵基本方針 ①環境に配慮した施設、②ごみを安全・安定的に処理できる施設、③経済性に 

優れた施設、④災害に強い施設、⑤社会情勢等の変化に柔軟な対応ができる施設 

⑶整備施設 熱回収施設、リサイクルセンター及び付帯施設 

３ ごみ量設定 

各市町の一般廃棄物処理基本計画の減量目標達成を前提に算出（基準年度比 約 18％減） 

４ 収集運搬効率 

⑴搬入出車両想定台数 平均 362 台/日（目標年度） 

⑵搬入出ルート 国道 55号から県道徳島上那賀線（16号線）を南下し、候補地上流に橋梁を 

新設するルートを優先的に検討 

５ 施設規模 

⑴熱回収施設 最大 396t/日（算出規模 346t/日、災害廃棄物 50t/日〔15％〕） 

⑵リサイクルセンター 70t/日（処理ライン 68t/日、ストックヤード 2t/日） 

処理ラインは①燃やせないごみ②粗大ごみ③缶・びん④ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ⑤ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製容器包装 

６ 燃やせるごみの処理方式等 

熱回収施設はストーカ式を採用（灰溶融設備及びバイオガス化施設は導入はしない） 

７ 環境保全目標値 

排出ガスは法規制値以上に厳しい自主規制値を設定 

８ 施設整備計画 

⑴熱回収施設の炉数は３炉、煙突の高さは 80ｍ 

⑵排水処理方式 

プラント排水（ごみピット排水、施設・車両の洗浄水等）は場内で再利用し、無放流 

生活排水は合併処理浄化槽で処理後、公共用水域へ放流（約 14.5 ㎥、４人世帯で 15軒分） 

雨水は公共用水域へ放流、一部は場内で利用（植栽への散水等） 

⑶造成計画 用地面積 約 11万 7千㎡、造成面積 約 7万 2千㎡、平地面積 約 4万 2千㎡ 

９ 概算事業費 

⑴ イニシャルコスト 

熱回収施設 約 322 億円、リサイクルセンター 約 94 億円、計 約 416 億円 

造成工事 約 15億円、搬入出ルート整備 約 14 億円、合計 約 445 億円 

※用地の取得や電力・水道の引込、周辺の環境整備（地元対策）等の費用は未計上 

うち６市町の実質負担額 約 201 億円、うち本市の実質負担額 約 91 億円 

⑵ ランニングコスト 

維持管理費 約 12.4 億円/年、売電収入 約 4.4 億円/年 
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徳島市一般廃棄物中間処理施設整備基本計画（H31.3 策定）における整備スケジュール 

 
新施設整備に係る全体事業スケジュール 

項  目 

１ 

年 

目 

２ 

年 

目 

３ 

年 

目 

４ 

年 

目 

５ 

年 

目 

６ 

年 

目 

７ 

年 

目 

８ 

年 

目 

９ 

年 

目 

10 

年 

目 

H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 

2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 

施設整備基本計画 
          

環境影響評価 

配慮書 

方法書 

現地調査 

準備書・評価書 

事後調査 

          

循環型社会形成推進

地域計画 

          

施設整備実施計画 

（基本設計） 

          

用地測量 
          

地形測量・地質調査 
          

造成設計 
          

事業者選定 
          

都市計画決定手続き 
          

造成工事 
          

施設建設工事 

実施設計 

建設工事 

          

設計・施工監理 
          

 

 

 

     設計・測量等 
     建設工事 
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